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（別紙１） 

「輸出貿易管理令の運用について」の一部を改正する通達新旧対照表（傍線部分は改正部分） 

○「輸出貿易管理令の運用について」（昭和６２年１１月６日付け輸出注意事項６２第１１号） 

改 正 後 現 行 
  

１ 輸出の許可 

１－１ 輸出の許可 

 （７）輸出令別表第１の中欄に掲げる貨物に関する輸出の許可 

  （イ）輸出令別表第１の解釈 

   （略） 

輸出令 

別表第 

１の項 

輸出令別表第１中

解釈を要する語 

解   釈 

１ （略） 

２ （略） 

３ （略） 

 内容物 当該装置で製造、処理、消費、収容、貯蔵又は移送する

化学物質（混合物を含む。）をいう。 

 （略） 

３の２ （略） 

 クロスフローろ過

用の装置 

（略） 

  （略） 

 貨物等省令第２条

の２第２項第四号

中の医療用途の血

液ろ過 

例えば、血液透析や血漿交換をいう。 

 （略） 

４ （略） 

１ 輸出の許可 

１－１ 輸出の許可 

 （７）輸出令別表第１の中欄に掲げる貨物に関する輸出の許可 

  （イ）輸出令別表第１の解釈 

   （略） 

輸出令 

別表第 

１の項 

輸出令別表第１中

解釈を要する語 

解   釈 

１ （略） 

２ （略） 

３ （略） 

 内容物 当該装置で制御又は誘導する化学物質（混合物を含む。）

をいう。 

 （略） 

３の２ （略） 

 クロスフローろ過

用の装置 

（略） 

  （略） 

 （新設） 

 

 

 

（新設） 

 （略） 

４ （略） 
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５ （略） （略） 

 貨物等省令第４条

第三号のラミネー

ト 

（略）  

 （削る） 

 

 （削る） 

 

 貨物等省令第４条

第四号中の一次サ

ーボ位置決め 

コンピュータプログラムの指示により、被加工物がある

空間において、所要の加工を行うためヘッドの位置を正

しい位置及び方向で位置決めすることをいう。 

 （略） （略） 

 貨物等省令第４条

第四号ハ中の三次

元的に織ることが

できる織機又はイ

ンターレーシング

マシン 

（略）  

 貨物等省令第４条

第四号ニ(二)2 中

のレーザー駆動の

化学気相成長 

レーザーをエネルギー源として使用することで繊維の自

立成長をもたらすものをいう。 

 （略） （略） 

 （削る） 

 

 

（削る） 

 

 （略） （略） 

 拡散接合 

 

 

（略） 

５ （略） （略） 

 貨物等省令第４条

第三号のラミネー

ト 

（略）  

 部分品 

附属品 

 他の用途に用いることがで

きるものを除く。 

 貨物等省令第４条

第四号中のサーボ

制御 

コンピュータプログラムの指示により、ワークがある空間

において、所要の加工を行うためヘッドの位置を正しい位

置及び方向に制御することをいう。 

 （略） （略） 

 貨物等省令第４条

第四号ハ中の三次

元的に織ることが

できる織機又はイ

ンターレーシング

マシン 

（略）  

 （新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 （略） （略） 

 貨物等省令第４条

第七号イ、ロの合

金 

板、棒、シート、塊、条、管、線、ペレット及び粒の形状

であって、加工されるものをいう。 

 （略） （略） 

 拡散接合 

 

 

（略） 
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 貨物等省令第４条

第六号の二中のエ

ネルギー材料 

所定の用途に必要なエネルギーを放出するために化学反

応を起こす物質又は混合物をいう。爆発物、火工品及び

推進薬は、エネルギー材料の下位分類である。 

 ニッケル合金 

チタン合金 

ニオブ合金 

アルミニウム合金 

マグネシウム合金 

（略） 

 貨物等省令第４条

第七号イ、ロの合

金 

板、棒、シート、塊、条、管、線、ペレット及び粒の形

状であって、加工されるものをいう。 

 （略） （略） 

 耐火性のある金属

又はその合金 

（略） 

 部分品 

附属品 

 他の用途に用いることがで

きるものを除く。 

 （略） （略） 

６ （略） 

７ （略） （略） 

 合計処理性能（Ｔ 

ＰＰ） 

（略） 

 貨物等省令第６条

第一号ヨ（二）中

の性能密度 

合計処理性能（ＴＰＰ）を適用ダイ面積で除した値をい

う。 

適用ダイ面積は平方ミリメ

ートル単位で測定され、非

平面トランジスタ構造を採

用したプロセスノードで製

 

 （新設） 

 

 

（新設） 

 

 

 ニッケル合金 

チタン合金 

ニオブ合金 

アルミニウム合金 

マグネシウム合金 

（略） 

 （新設） 

 

 

（新設） 

 

 （略） （略） 

 耐火性のある金属

又はその合金 

（略） 

 （新設） 

 

 （新設） 

 （略） （略） 

６ （略） 

７ （略） （略） 

 合計処理性能（Ｔ 

ＰＰ） 

（略） 

 （新設） 

 

 

（新設） 

 

（新設） 
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造されたロジックダイの全

ダイ面積を含む。 

 貨物等省令第６条

第一号ヨ（二）中

のデータセンター 

情報技術及びネットワーク通信機器の集中的な収容、相

互接続及び運用を目的とした構造物又は構造物の集合体

であって、データの保存、処理、又は伝送サービスを提

供し、電力分配及び環境制御のための全ての設備及びイ

ンフラを備えたものをいう。 

 （略） （略） 

 アブソリュートエ

ンコーダ 

（略） 

 貨物等省令第６条

第八号中の精度 

一般に不正確さとして測定され、採用される標準又は真

値に対する表示値の正又は負の最大偏差をいう。 

 （略） （略） 

 貨物等省令第６条

第八号の三中の半

導体モジュール 

（略） 

 貨物等省令第６条

第八号の三中のエ

ネルギー変換 

ある形態のエネルギーを別の形態のエネルギーに変換す

る過程をいう。 

 （略） （略） 

 リアルタイムオシ

ロスコープ 

 （略） 

 上限三デシベル周

波数 

リアルタイムオシロスコープの仕様の３デシベル帯域幅

又は可変帯域幅ウィンドウ（使用者が定義可能な中心周

波数又はスパンを持つバンドパスフィルターをいう。）の

周波数範囲の最大上限値のうち大きい方をいう。 

 

 

 （新設） 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 （略） （略） 

 アブソリュートエ

ンコーダ 

（略） 

 （新設） 

 

（新設） 

 （略） （略） 

 貨物等省令第６条

第八号の三中の半

導体モジュール 

（略） 

 （新設） 

 

 

（新設） 

 

 （略） （略） 

 サンプリングオシ

ロスコープ 

 （略） 

 上限三デシベル周

波数 

サンプリングオシロスコープの仕様の３デシベル帯域幅又

は可変帯域幅ウィンドウ（使用者が定義可能な中心周波数

又はスパンを持つバンドパスフィルターをいう。）の周波

数範囲の最大上限値のうち大きい方をいう。 
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 貨物等省令第６条

第十号中のアナロ

グデジタル変換器

のうち、アナログ

デジタル変換を行

う機能を有するモ

ジュール、電子組

立品又は装置 

アナログデジタル変換器のうち、アナログデジタル変換

を行う機能を有するモジュール、電子組立品又は装置に

ついては、以下のとおりとする。  

イ ｎビットの分解能とは、２ｎレベルに相当する量子

化能力をいう。 

ロ ＡＤＣの分解能は、測定したアナログ入力を表すＡ

ＤＣのデジタル出力のビット数に等しい。有効ビット

数（ＥＮＯＢ）はＡＤＣの分解能を決定するに当た

り、使用しない。  

ハ インターリーブ型でない複数のチャネルを有するモ

ジュール、電子組立品又は装置については、そのサン

プルレートは複数のチャネルを集合させたものではな

く、１つのチャネルのうち最大のものをいう。  

ニ インターリーブ型のチャネルを有する複数のチャネ

ルを有するモジュール、電子組立品又は装置のサンプ

ルレートは、インターリーブに係る全てのチャネルの

サンプルレートを集合させた最大のレートをいう。  

（判定方法）  

複数のチャネルを有するものは、一つのチャネルで実

現できる最も性能の高いチャネルで判定する。  

（判定条項の参照先）  

リアルタイムオシロスコープ、デジタル方式の記録装

置、スペクトラムアナライザー、信号発生器、ネット

ワークアナライザー及びマイクロ波用試験受信機は、

それぞれ貨物等省令第６条第九号、第十一号から第十

五号までの規定に基づいて判定するものとする。 

 （略） 

 

（略） 

 貨物等省令第６条

第十号中のアナロ

グデジタル変換器

のうち、アナログ

デジタル変換を行

う機能を有するモ

ジュール、電子組

立品又は装置 

アナログデジタル変換器のうち、アナログデジタル変換を

行う機能を有するモジュール、電子組立品又は装置につい

ては、以下のとおりとする。  

イ ｎビットの分解能とは、２ｎレベルに相当する量子化

能力をいう。 

ロ ＡＤＣの分解能は、測定したアナログ入力を表すＡＤ

Ｃのデジタル出力のビット数に等しい。有効ビット数

（ＥＮＯＢ）はＡＤＣの分解能を決定するに当たり、使

用しない。  

ハ インターリーブ型でない複数のチャネルを有するモジ

ュール、電子組立品又は装置については、そのサンプル

レートは複数のチャネルを集合させたものではなく、１

つのチャネルのうち最大のものをいう。  

ニ インターリーブ型のチャネルを有する複数のチャネル

を有するモジュール、電子組立品又は装置のサンプルレ

ートは、インターリーブに係る全てのチャネルのサンプ

ルレートを集合させた最大のレートをいう。  

（判定方法）  

複数のチャネルを有するものは、一つのチャネルで実現

できる最も性能の高いチャネルで判定する。  

（判定条項の参照先）  

サンプリングオシロスコープ、デジタル方式の記録装

置、スペクトラムアナライザー、信号発生器、ネットワ

ークアナライザー及びマイクロ波用試験受信機は、それ

ぞれ貨物等省令第６条第九号、第十一号から第十五号ま

での規定に基づいて判定するものとする。 

 （略） 

 

（略） 
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 （削る） 

 

 （削る） 

 （略） （略） 

 （削る） 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 （削る） （削る） 

 

 （略） （略） 

 貨物等省令第６条

第二十二号及び第

二十三号中の基板

を含む材料 

（略） 

 部分品 

附属品 

 他の用途に用いることがで

きるものを除く。 

 （略） （略） 

８ （略） （略） 

 （削る）  （削る） 

 

 （略） （略） 

 貨物等省令第７条

第七号中の電子計

算機 

（略）  

 部分品  他の用途に用いることがで

きるものを除く。 

 （略） （略） 

９ （略） 

 部分品 

附属品 

 他の用途に用いることがで

きるものを除く。 

 （略） （略） 

 貨物等省令第６条

第二十号中の有機

金属化合物又は有

機化合物 

アルミニウム、ガリウム、インジウム、燐
りん

、砒
ひ

素又はアン

チモンが、分子の有機部分の炭素と直接に結合している化

合物をいう。 

 純度 アルミニウム、ガリウム、インジウム、燐
りん

、砒
ひ

素又はアン

チモン成分の純度をいう。 

 （略） （略） 

 貨物等省令第６条

第二十二号及び第

二十三号中の基板

を含む材料 

（略） 

 （新設） 

 

 （新設） 

 

 （略） （略） 

８ （略） （略） 

 部分品  他の用途に用いることがで

きるものを除く。 

 （略） （略） 

 貨物等省令第７条

第七号中の電子計

算機 

（略）  

 （新設） 

 

 （新設） 

 （略） （略） 

９ （略） 
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１０ （略） （略） 

 貨物等省令第９条

第七号中のセンサ

ー用の光ファイバ

ー 

（削る） 

 

 

 （略） 

 （略） （略） 

 貨物等省令第９条

第十号イ（六）２

に該当する波長可

変レーザー発振器

以外の持続波レー

ザー発振器 

 産業用レーザー発振器であ

って、次のいずれかに該当

するものを除く。 

イ （略） 

ロ 削除 

 

 

 

 

 

ハ 削除 

 

 

 

 

 

ニ 削除 

 

 

 

 

 

１０ （略） （略） 

 センサー用の光フ

ァイバー 

音響、温度、加速度、電磁気若しくは放射線に対して感度

を有するように、組成的若しくは構造的に特別に製造され

た又はコーティングによって改造されたものをいう。 

 （略） 

 （略） （略） 

 貨物等省令第９条

第十号イ（六）２

に該当する波長可

変レーザー発振器

以外の持続波レー

ザー発振器 

 産業用レーザー発振器であ

って、次のいずれかに該当

するものを除く。 

イ （略） 

ロ 定格出力が１．０キロ

ワット超１．６キロワッ

ト以下のものであって、

ビームパラメータ積が

１．２５ミリメートル・

ミリラジアン超のもの 

ハ 定格出力が１．６キロ

ワット超２．５キロワッ

ト以下のものであって、

ビームパラメータ積が

１．７ミリメートル・ミ

リラジアン超のもの 

ニ 定格出力が２．５キロ

ワット超３．３キロワッ

ト以下のものであって、

ビームパラメータ積が

２．５ミリメートル・ミ

リラジアン超のもの 
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ホ 定格出力が３キロワッ

ト超１２キロワット以下

のものであって、ビーム

パラメータ積が３．２ミ

リメートル・ミリラジア

ン超のもの 

ヘ （略） 

ト （略） 

チ 定格出力が１２キロワ

ット超２０キロワット以

下のものであって、ビー

ムパラメータ積が３．９

ミリメートル・ミリラジ

アンを超えるもの 

リ 定格出力が２０キロワ

ット超４０キロワット以

下のものであって、ビー

ムパラメータ積が５ミリ

メートル・ミリラジアン

を超えるもの 

 

 貨物等省令第９条

第十号イ（六）及

びハ（三）中の総

重量 

（略） （略） 

１１ （略） 

 （削る） 

 

 （削る） 

 

ホ 定格出力が３．３キロ

ワット超６．０キロワッ

ト以下のものであって、

ビームパラメータ積が

３．５ミリメートル・ミ

リラジアン超のもの 

ヘ （略） 

ト （略） 

チ 定格出力が６．０キロ

ワット超８．０キロワッ

ト以下のものであって、

ビームパラメータ積が１

２．０ミリメートル・ミ

リラジアンを超えるもの 

リ 定格出力が８．０キロ

ワット超１０．０キロワ

ット以下のものであっ

て、ビームパラメータ積

が２４．０ミリメート

ル・ミリラジアンを超え

るもの 

 貨物等省令第９条

第十号イ（六）中

の総重量 

 

（略） （略） 

１１ （略） 

 部分品  他の用途に用いることがで

きるものを除く。 
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 （略） （略） 

 試験装置、校正装

置、心合わせ装置 

 （略） 

 部分品  他の用途に用いることがで

きるものを除く。 

 （略） （略） 

１２ （略） 

１３ （略） （略） 

 （削る） 

 

 （削る） 

 

 （略） （略） 

 非破壊検査技術  （略） 

 部分品  他の用途に用いることがで

きるものを除く。 

 （略） （略） 

１４ （略） （略） 

 （削る） 

 

 

 

（削る） 

 （略）  （略） 

 貨物等省令第１３

条第７項又は第８

項に掲げる貨物 

 （略） 

 部分品 

附属品 

 他の用途に用いることがで

きるものを除く。 

１５ （略） 
 

 （略） （略） 

 試験装置、校正装

置、心合わせ装置 

 （略） 

 （新設） 

 

 （新設） 

 

 （略） （略） 

１２ （略） 

１３ （略） （略） 

 部分品  他の用途に用いることがで

きるものを除く。 

 （略） （略） 

 非破壊検査技術  （略） 

 （新設） 

 

 （新設） 

 

 （略） （略） 

１４ （略） （略） 

 部分品 

附属品 

 他の用途に用いることがで

きるものを除く。 

 （略）  （略） 

 貨物等省令第１３

条第７項又は第８

項に掲げる貨物 

 （略） 

 （新設） 

 

 （新設） 

 

１５ （略） 
 

  

４ 特例 ４ 特例 
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４－１ （略） 

４－１－１ （略） 

４－１－２ 輸出令第４条第１項第二号の解釈及び取扱い 

（１）～（４）（略） 

（５）輸出令第４条第１項第二号のホ及びヘに規定する貨物は、輸出令第４条第１項第二号

のホ及びヘの規定に基づく無償で輸出すべきものとして無償で輸入した貨物及び無償で

輸入すべきものとして無償で輸出する貨物を定める告示に定められているが、その取扱

いは、次による。 

（イ）同告示第一号１に規定する「本邦から輸出された貨物であって、本邦において修

理、校正又は検査された後再輸出されるもの」とは、本邦から輸出した貨物を本邦に

おいて修理、校正又は検査（以下「修理等」という。）するために輸入し、修理等完

了後当該貨物の本邦への輸出者に再輸出するものであって、修理等した貨物が本邦か

ら輸出したときの仕様から変更のないものをいい、修理には１対１の交換を含むもの

とする。 

なお、当該修理等が無償か有償かを問わないものとする。 

（ロ）～（ワ）（略） 

（略） 

４－１ （略） 

４－１－１ （略） 

４－１－２ 輸出令第４条第１項第二号の解釈及び取扱い 

（１）～（４）（略） 

（５）輸出令第４条第１項第二号のホ及びヘに規定する貨物は、輸出令第４条第１項第二号

のホ及びヘの規定に基づく無償で輸出すべきものとして無償で輸入した貨物及び無償で

輸入すべきものとして無償で輸出する貨物を定める告示に定められているが、その取扱

いは、次による。 

（イ）同告示第一号１に規定する「本邦から輸出された貨物であって、本邦において修理

された後再輸出されるもの」とは、本邦から輸出した貨物を本邦において修理するた

めに輸入し、修理完了後当該貨物の本邦への輸出者に再輸出するものであって、修理

した貨物が本邦から輸出したときの仕様から変更のないものをいい、修理には１対１

の交換を含むものとする。 

なお、当該修理が無償か有償かを問わないものとする。 

 

（ロ）～（ワ）（略） 

（略） 

  

別表第１ 

輸出許可等事務の取扱区分 

（略） 

 

別表第１ 

輸出許可等事務の取扱区分 

（略） 

 

別紙 

「い地域①」から「ぬ地域」までの各地域とは、それぞれの地域名の欄において丸印を付した

項に該当する左欄に掲げる国・地域をいう。 

別紙 

「い地域①」から「ぬ地域」までの各地域とは、それぞれの地域名の欄において丸印を付した

項に該当する左欄に掲げる国・地域をいう。 

国・地域 
地域名 

（略） ぬ地域 
国・地域 

地域名 

（略） ぬ地域 
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（略） （略） （略） 

カナダ （略） ○ 

（略） （略） （略） 

バングラデシュ （略） ○ 

（略） （略） （略） 
 

（略） （略） （略） 

カナダ （略） （新設） 

（略） （略） （略） 

バングラデシュ （略） （新設） 

（略） （略） （略） 
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（別紙２） 

「外国為替及び外国貿易法第２５条第１項及び外国為替令第１７条第２項から第４項までの規定に基づき許可を要する技術を提供する取引又は行為について」の一

部を改正する通達新旧対照表（傍線部分は改正部分） 

○「外国為替及び外国貿易法第２５条第１項及び外国為替令第１７条第２項から第４項までの規定に基づき許可を要する技術を提供する取引又は行為について」

（平成４年１２月２１日付け４貿局第４９２号） 

改 正 後 現 行 
  

  

別紙１ 外為令別表（貨物等省令を含む。）中解釈を要する語 別紙１ 外為令別表（貨物等省令を含む。）中解釈を要する語 

外為令

別表の

項 

外為令別表中解 

釈を要する語 
解 釈 

１ （略） 

２ （略） 

３ （略） 

４ （略） 

５ （略） 

６ （略） 

７ （略） 

８ （略） 

９ （略） 

１０ （略） 

１１ （略） 

１２ （略） 

１３ （略） （略） 

 エンジン体積 （略） 

 貨物等省令第２５

条第３項第六号イ

ファン圧力比又はバイパス比を制御するために、少なくと

も２つのバイパス流間での気流の移動を可能にするものを

いう。 

外為令

別表の

項 

外為令別表中解 

釈を要する語 
解 釈 

１ （略） 

２ （略） 

３ （略） 

４ （略） 

５ （略） 

６ （略） 

７ （略） 

８ （略） 

９ （略） 

１０ （略） 

１１ （略） 

１２ （略） 

１３ （略） （略） 

 エンジン体積 （略） 

 （新設） 

 

 

（新設） 
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（一）中の複数流

ファンシステム 

 ファン修正回転数又は一次

ノズル面積を用いてファン

圧力比又はバイパス比を変

更する方法によって行われ

るものは除く。 

 貨物等省令第２５

条第３項第六号イ

（二）３中の冷却

ガス通路部品 

 漏れ流れ、軸受荷重制御用

流れ又は防氷流によって間

接的に冷却される圧縮機部

品は除く。 

 貨物等省令第２５

条第３項第六号イ

（二）４中のタン

デム又はスプリッ

タ動翼 

静翼を挟まず、軸方向に２列以上の動翼列が配置された形

態のものをいう。翼は、各列の前縁面が最初の列の軸方向

のコード長の２５％以上ずれて配置されている場合にスプ

リッタ動翼と見なされる。 

 貨物等省令第２５

条第３項第六号イ

（二）５中の非軸

対称形状を有する

ケーシング 

ブレードチップにおいて周

方向に不均一な間隔、不均

一な形状又は不均一な向き

を有する特徴（例えば、エ

ンジン軸に平行なスロット

の間隔が変化するもの）を

含む。 

組立てのために設計された

特徴又はエンジン作動中に

周方向に均一な形状をもた

らすための機械的設計によ

る特徴は含まない。 

 貨物等省令第２５

条第３項第六号ロ

の計算パラメータ 

計算パラメータに関する算出方法は下記の内容を条件とし

て計算するものとする。 

イ エンジン空気取り入れ口から開始し、国際民間航空機

関の標準大気、機体抽気ゼロ（例えば、安定性、始動、

防氷、客用抽気なし）、及び定常状態の空力設計点

（ADP）（注１）における海面静圧条件で実施する。指定

された作動点における通常のエンジン運転のための圧縮

  （新設） 

 

 

 

 

 （新設） 

 

 

 

 （新設） 

 （新設） 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 （新設） 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 

 

 （新設） 

 

 

 

（新設） 
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機抽気及び定常状態の抽出力（例えばタービン冷却）は

含まれる。 

注１：圧縮機流路設計における修正条件（質量流量、圧

力比、回転数）をいう（例えば、最適効率点又は最適

入射角点）。当該空力設計点（ADP）は、航空ガスター

ビンエンジンの空力設計点（ADP）と一致する場合

や、上昇、巡航、離陸等の作動線上の特定条件と一致

する場合がある。 

ロ ファンバイパス流を連続的に提供する段は計算に含め

ない。 

ハ 動翼段ごとに値を個別に計算した後、同一軸回転数で

作動する全ての圧縮機の段の平均値（すなわち、低圧、

中圧、高圧の全ての圧縮機の段又は単一スプールエンジ

ンの全ての圧縮機の段の平均値）を求める。 

二 代替段負荷は、平均等エントロピー仕事を動翼の機械

的チップ周速の二乗で除し、標準大気温度をスプール入

口全温度で除した値の比を乗じたものと定義する。個々

の段負荷は段ごとに計算し、全段の平均値を負荷パラメ

ータとして評価するものとする。 

 

𝐿𝑝ᇱ௔௟௧ ൌ
𝑇ௌ்஽
𝑇଴௦௣௢௢௟

1
𝑁෍

𝑐௣௜𝑇଴௜ሺ𝜋௜
ሺఊ೔ିଵሻ/ఊ೔ െ 1ሻ
𝑈௜ଶ

ே

௜ୀଵ

 

TSTD：国際民間航空機関の標準大気における標準日気温

(K) 

T0spool：スプール入口温度(K) 

N：段数 

T0：段入口全温(K) 
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cp：温度関数としての定圧比熱容量(J kg-1 K-1 or m2 

s-2 K-1)  

γ：温度関数としての比熱比 

U：動翼前縁の機械的チップ周速 (m/s) 

π：段間全圧比 

ホ ポリトロピック効率は、全体の圧縮を等エントロピー

効率が同一の無数の小さなステップに分割したものであ

り、パーセンテージで表される。 

ト スタビリティマージンは、ある一定の圧縮機入口修正

質量流量における、設計作動線と、計算された圧縮機サ

ージ点との差であり、作動線に対するパーセンテージで

表される。 

１４ （略） 

１５ （略） （略） 

 貨物等省令第２７

条第６項第一号イ

中の応力破断 

（略） 

 貨物等省令第２７

条第１項第八号中

の技術 

関連するシステム、機器、部品の機能の発揮を可能にする

一連の技術情報（ライブラリデータを含む。）をいう。 

 （略） （略） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１４ （略） 

１５ （略） （略） 

 貨物等省令第２７

条第６項第一号イ

中の応力破断 

（略） 

 （新設） 

 

 

（新設） 

 

 （略） （略） 
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（別紙３） 

「輸出許可・役務取引許可・特定記録媒体等輸出等許可申請に係る提出書類及び注意事項等について」の一部を改正する通達新旧対照表（傍線部分は改正部分） 

○「輸出許可・役務取引許可・特定記録媒体等輸出等許可申請に係る提出書類及び注意事項等について」（平成２４年４月２日付け輸出注意事項２４第１８号） 

改 正 後 現 行 
  

  

別表１   （略） 別表１   （略） 

  

別表２    （略） 別表２    （略） 

  

別表２の付表１及び付表２ （略） 別表２の付表１及び付表２ （略） 

  

別表３ 国及び地域区分の対照表 別表３ 国及び地域区分の対照表 

地域名 

国・地域名 
（略） ぬ地域 

（略） （略） （略） 

カナダ （略） ○ 

（略） （略） （略） 

バングラデシュ （略） ○ 

（略） （略） （略） 
 

地域名 

国・地域名 
（略） ぬ地域 

（略） （略） （略） 

カナダ （略） （新設） 

（略） （略） （略） 

バングラデシュ （略） （新設） 

（略） （略） （略） 
 

  

別表４  提出書類一覧 別表４  提出書類一覧 

３．【技術（別表２に対応）】 ３．【技術（別表２に対応）】 

提出書類ＴＡ～提出書類ＴＤ４（略） 提出書類ＴＡ～提出書類ＴＤ４（略） 

提出書類ＴＥ   

【武器のクレーム提供】 

番号 提出書類 通数 注意事項及び  

記載要領 

（略） （略） （略） （略） 

提出書類ＴＥ   

【武器のクレーム提供】 

番号 提出書類 通数 注意事項及び  

記載要領 

（略） （略） （略） （略） 



- 17 - 
 

【武器のクレーム提供以外】 

「武器のクレーム提供以外の個別案件」については、様々な取引形態が考えられます

ので、確定的にはお示しできませんが、以下に主な場合について、参考までに示しま

す。これに該当しない取引については安全保障貿易審査課に問い合わせください。 

以下１．に該当する場合は、役務通達の別紙３及び提出書類通達の別記１を参照しつ

つ、以下に掲げる書類を提出してください。ただし、その他、必要に応じて追加して書

類の提出を求めることがあります。（【 】内は提出書類通達別記１の参照箇所です。） 

１．防衛省・自衛隊を含む政府機関との契約に基づき武器技術を提供する場合  

・役務取引許可申請書 ２通 役務通達別紙３ 

・申請理由書 （以下、１通ずつ） 役務通達別紙３ 

・契約書等の写し 【別記１（イ）】  

※防衛省等から需要者（製造企業、ライセンス元企業等）までの関係企業間全ての契約

のつながりを示すもので、直接当該貨物の受け渡しに関与しない仲介企業、代理店等

も含めて必要となります。 

※契約の当事者、対象貨物、契約の目的及び送付先住所等の明示が必要です。特に指示

がない限り、それ以外の部分については、記載内容の省略やマスキングをしても構い

ません。 

例：契約書、注文書、注文請書、送付承諾書及び MOU(Memorandum Of Understanding)

等  

・提供技術説明書（カタログ又は仕様書等の技術資料） 【別記１（エ）】 

・取引概要説明書 役務通達別紙３ 

・需要者等の事業内容及び存在確認に資する資料 【別記１（オ）】（需要者自身が発行し

た会社情報（署名が付されたものの写しに限る）、ホームページ、アニュアルリポート

又は登記情報等） 

・需要者等の誓約書の写し  

※【別記１（キ）】に準じて、①目的外使用しないこと、②第三者に移転しないこと、

③目的終了後に返却又は破棄すること、の３要件が確認できるもの。ただし、別の書

類において確認できる場合は不要となります。  

・貨物の価格が分かる資料（契約書等で価格がわからない場合に必要） 

【武器のクレーム提供以外】 

「武器のクレーム提供以外の個別案件」については、様々な取引形態が考えられます

ので、確定的にはお示しできませんが、以下に主な場合について、参考までに示しま

す。これに該当しない取引については安全保障貿易審査課に問い合わせください。 

以下１．に該当する場合は、役務通達の別紙第３及び提出書類通達の別記１を参照し

つつ、以下に掲げる書類を提出してください。ただし、その他、必要に応じて追加して

書類の提出を求めることがあります。（【 】内は提出書類通達別記１の参照箇所です。） 

１．防衛省・自衛隊を含む政府機関との契約に基づき武器技術を提供する場合  

・役務取引許可申請書 ２通 役務通達別紙第３ 

・申請理由書 （以下、１通ずつ） 役務通達別紙３ 

・契約書等の写し 【別記１（イ）】  

※防衛省等から需要者（製造企業、ライセンス元企業等）までの関係企業間全ての契約

のつながりを示すもので、直接当該貨物の受け渡しに関与しない仲介企業、代理店等

も含めて必要となります。 

※契約の当事者、対象貨物、契約の目的及び送付先住所等の明示が必要です。特に指示

がない限り、それ以外の部分については、記載内容の省略やマスキングをしても構い

ません。 

例：契約書、注文書、注文請書、送付承諾書及び MOU(Memorandum Of Understanding)

等  

・提供技術説明書（カタログ又は仕様書等の技術資料） 【別記１（エ）】 

・取引概要説明書 役務通達別紙３ 

・需要者等の事業内容及び存在確認に資する資料 【別記１（オ）】（需要者自身が発行し

た会社情報（署名が付されたものの写しに限る）、ホームページ、アニュアルリポート

又は登記情報等） 

・需要者等の誓約書の写し  

※【別記１（キ）】に準じて、①目的外使用しないこと、②第三者に移転しないこと、

③目的終了後に返却又は破棄すること、の３要件が確認できるもの。ただし、別の書

類において確認できる場合は不要となります。  

・貨物の価格が分かる資料（契約書等で価格がわからない場合に必要） 
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（別紙４） 

「包括許可取扱要領」の一部を改正する通達新旧対照表（傍線部分は改正部分） 

○「包括許可取扱要領」（平成１７年２月２５日付け輸出注意事項１７第７号） 

改 正 後 現 行 
  

  

Ⅱ 特別一般包括許可 

１～３ （略）  

４ 特別一般包括許可の範囲 

 （１） （略）    

①～③ （略） 

    

④ 次のイ又はロいずれかに該当するもの 

イ 輸出令別表第１の１６の項（１）に掲げる貨物の輸出（輸出令第４条第１項第

三号ハに該当するものに限る。）であって、次のいずれかに該当するもの。ただ

し、外国ユーザーリスト（令和７年９月２９日付け２０２５０９２２貿局第１

号）に掲載されている者が需要者である取引又は輸出令第４条第１項第３号イ、

ロ又はニに該当するものを除く。 

１）・２） （略） 

ロ・ハ （略） 

   

 （２） （略） 

    

５～１０ （略） 

１１ 特別一般包括許可の取り消し及び執行 

（１）・（２） （略） 

（３） 一般包括許可、特別一般包括許可、特定包括許可又は特別返品等包括許可を受け

た場合の一時失効 

一般包括許可、特別一般包括許可、特定包括許可又は特別返品等包括許可を受けた

Ⅱ 特別一般包括許可 

１～３ （略）  

４ 特別一般包括許可の範囲 

 （１） （略） 

   ①～③ （略） 

    

④ 次のイ又はロいずれかに該当するもの 

イ 輸出令別表第１の１６の項（１）に掲げる貨物の輸出（輸出令第４条第１項第

三号ハに該当するものに限る。）であって、次のいずれかに該当するもの。ただ

し、外国ユーザーリスト（令和７年１月３１日付け２０２５０１２３貿局第１

号）に掲載されている者が需要者である取引又は輸出令第４条第１項第３号イ、

ロ又はニに該当するものを除く。 

１）・２） （略） 

ロ・ハ （略） 

   

 （２） （略） 

   

５～１０ （略） 

１１ 特別一般包括許可の取り消し及び執行 

（１）・（２） （略） 

（３） 一般包括許可、特別一般包括許可、特定包括許可を受けた場合の一時失効 

一般包括許可、特別一般包括許可、特定包括許可を受けた者がそれぞれの包括許

可を適用できる貨物又は技術を一般包括許可又は特定包括許可によって輸出又は提
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者がそれぞれの包括許可を適用できる貨物又は技術を一般包括許可、特定包括許可又

は特別返品等包括許可によって輸出又は提供したときには、当該貨物の輸出又は技術

の提供に限り、特別一般包括許可は失効していたものとみなす。 

 

供したときには、当該貨物の輸出又は技術の提供に限り、特別一般包括許可は失効

していたものとみなす。 

 

Ⅲ 特定包括許可 Ⅲ 特定包括許可 

Ⅳ 特別返品等包括許可 

１～１０ （略）  

Ⅳ 特別返品等包括許可 

１～１０ （略）  

１１ 特別返品等包括許可の取消及び失効 

（１） 特別返品等包括許可を受けた者が法令又は許可の条件に違反したとき  

経済産業大臣は、特別返品等包括許可を受けた者が法令若しくは許可の条件に違

反したとき、２若しくは３の要件を満たさなくなったとき又は国際的な平和及び安

全の維持の観点から必要があると認めるときは、当該許可を取り消すことがある。

許可を取り消された者は、直ちに原許可証を返還しなければならない。ただし、

「輸出管理内部規程の届出等について」に定める輸出管理内部規程の取下げ届（様

式５）の提出により、２（１）又は２（２）のいずれかの要件を満たさなくなった

ときは、当該許可は失効するものとし、特別返品等包括許可を受けた者は、直ちに

原許可証を返却しなければならない。 

 （２） 特別一般包括、特定包括許可及び特別返品等包括許可を受けた場合の一時失効  

特定包括許可及び特別返品等包括許可を受けた者が特別返品等包括許可を適用

できる貨物又は技術を特別一般包括若しくは特定包括許可によって輸出又は提供

をしたときは、当該貨物の輸出又は技術の提供に限り、特別返品等包括許可は失

効していたものとみなす。 

Ⅴ～Ⅶ（略） 

Ⅷ 申請書類の記載方法等 

 １ （略） 

 ２ 実績の報告等 

 （１）（略） 

 （２） 特別一般包括許可に係る実績報告（様式第 17 の３、様式第 18、様式第 18 の２、

様式第 18 の５） 

１１ 特別返品等包括許可の取消及び失効 

（１） 特別返品等包括許可を受けた者が法令又は許可の条件に違反したとき  

経済産業大臣は、特別返品等包括許可を受けた者が法令若しくは許可の条件に違

反したとき、２若しくは３の要件を満たさなくなったとき又は国際的な平和及び安

全の維持の観点から必要があると認めるときは、当該許可を取り消すことがある。

許可を取り消された者は、直ちに原許可証を返還しなければならない。ただし、

「輸出管理内部規程の届出等について」に定める輸出管理内部規程の取下げ届（様

式５）の提出により、２（２）の要件を満たさなくなったときは、当該許可は失効

するものとし、特別返品等包括許可を受けた者は、直ちに原許可証を返却しなけれ

ばならない。 

（２） 特定包括許可及び特別返品等包括許可を受けた場合の一時失効  

特定包括許可及び特別返品等包括許可を受けた者が特別返品等包括許可を適用

できる貨物又は技術を特定包括許可によって輸出又は提供をしたときは、当該貨

物の輸出又は技術の提供に限り、特別返品等包括許可は失効していたものとみな

す。 

Ⅴ～Ⅶ（略） 

Ⅷ 申請書類の記載方法等 

 １ （略） 

 ２ 実績の報告等 

 （１）（略） 

 （２） 特別一般包括許可に係る実績報告（様式第 18、様式第 18 の２、様式第 18 の５） 
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（別表１）～（別表２） （略） （別表１）～（別表２） （略） 

（別表３） 

特別一般包括輸出・役務（使用に係るプ

ログラム）取引 

許可条件の適用 

（１）～（８） （略） 

（９）特別一般包括輸出・役務（使用に

係るプログラム）取引許可に基づき

輸出又は技術の提供を行った際の資

料を輸出管理内部規程に基づき、輸

出又は技術の提供時から少なくと

も、輸出令別表第１の１から４まで

の項の中欄に掲げる貨物の輸出又は

外為令別表の１から４までの項の中

欄に掲げる特定の技術の提供の場合

は７年間、輸出令別表第１の５から

１６までの項の中欄に掲げる貨物の

輸出又は外為令別表の５から１６ま

での項の中欄に掲げる特定の技術の

提供の場合は５年間、返送に係る輸

出の場合は７年間保存すること。 

（１０）～（１８） （略） 

（略） 

 

（別表３） 

特別一般包括輸出・役務（使用に係るプ

ログラム）取引 

許可条件の適用 

（１）～（８） （略） 

（９）特別一般包括輸出・役務（使用に

係るプログラム）取引許可に基づき

輸出又は技術の提供を行った際の資

料を輸出管理内部規程に基づき、輸

出又は技術の提供時から少なくと

も、輸出令別表第１の２から４まで

の項の中欄に掲げる貨物の輸出又は

外為令別表の２から４までの項の中

欄に掲げる特定の技術の提供の場合

は７年間、輸出令別表第１の５から

１６までの項の中欄に掲げる貨物の

輸出又は外為令別表の５から１６ま

での項の中欄に掲げる特定の技術の

提供の場合は５年間、返送に係る輸

出の場合は７年間保存すること。 

（１０）～（１８） （略） 

（略） 

 

（別表４） 

特別一般包括役務取引許可の条件 許可条件の適用 

（１）～（６） （略） （略） 

（７）特別一般包括役務取引許可に基づき

技術の提供を行った際の資料を輸出管

理内部規程に基づき、技術の提供時か

 

（別表４） 

特別一般包括役務取引許可の条件 許可条件の適用 

（１）～（６） （略） （略） 

（７）特別一般包括役務取引許可に基づき

技術の提供を行った際の資料を輸出管

理内部規程に基づき、技術の提供時か
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ら少なくとも、外為令別表の１から４

までの項の中欄に掲げる特定の技術の

提供の場合は７年間、外為令別表の５

から１６までの項の中欄に掲げる特定

の技術の提供の場合は５年間、返送に

係る技術の提供の場合は７年間保存す

ること。 

（８） （略）  

（９）包括許可取扱要領Ⅱの４（２）①に

該当する特別一般包括役務取引に係る

技術の提供のうち、輸出令別表第３に

掲げる地域以外の外国において輸出令

別表第１の１から１５の項までのいず

れかに該当する貨物を製造するために

用いられる外為令別表の１から１４の

項までのいずれかに該当する設計又は

製造に係る技術の提供の年間（暦年）

の実績をその実績に係る年の翌年１月

末日までに経済産業大臣に報告するこ

と。なお、提供した実績がなくとも報

告すること。 

（略） 

（１０）～（１８）（略） （略） 

（１９）（１１）の届出を行った場合、当該

届出が受理された日から 14 日間、特別

一般包括役務取引許可を用いて、当該取

引を行わないこと（ただし、経済産業省

から当該輸出又は取引について異議が

ない旨連絡を受けた場合を除く。）。 

 

 

ら少なくとも、外為令別表の２から４

までの項の中欄に掲げる特定の技術の

提供の場合は７年間、外為令別表の５

から１６までの項の中欄に掲げる特定

の技術の提供の場合は５年間、返送に

係る技術の提供の場合は７年間保存す

ること。 

（８） （略）  

（９）包括許可取扱要領Ⅱの４（２）①に

該当する特別一般包括役務取引に係る

技術の提供のうち、輸出令別表第３に

掲げる地域以外の外国において輸出令

別表第１の２から１５の項までのいず

れかに該当する貨物を製造するために

用いられる外為令別表の２から１４の

項までのいずれかに該当する設計又は

製造に係る技術の提供の年間（暦年）

の実績をその実績に係る年の翌年１月

末日までに経済産業大臣に報告するこ

と。 

 

 

（略） 

（１０）～（１８）（略） （略） 

（新設） 
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（別表５） （略） （別表５） （略） 

（別表６） （略） （別表６） （略） 

（別表７） 

特別返品等包括輸出・役務取引許可の条件 許可条件の適用 

（１）～（５） （略） （略） 

（６）法令若しくは許可の条件に違反したと

き、包括許可取扱要領Ⅳの２若しくは３

の要件を満たさなくなったとき又は国

際的な平和及び安全の維持の観点から

必要があると認められるときは、本許可

が取り消されることがある。ただし、「輸

出管理内部規程の届出等について」（平

成１７・０２ ･２３貿局第６号・輸出注

意事項１７第９号）に定める輸出管理内

部規程の取下げ届（様式５）の提出によ

り、２（１）又は２（２）いずれかの要

件を満たさなくなったときは、当該許可

は失効するものとし、特別返品等包括許

可を受けた者は、直ちに原許可証を返却

しなければならない。 

 

（７）法令若しくは許可の条件に違反したと

き、包括許可取扱要領Ⅳの２若しくは３

の要件を満たさなくなったとき又は国

際的な平和及び安全の維持の観点から

必要があると認められるときは、本許可

が取り消されることがある。ただし、「輸

出管理内部規程の届出等について」（平

成１７・０２ ･２３貿局第６号・輸出注

 

（別表７） 

特別返品等包括輸出・役務取引許可の条件 許可条件の適用 

（１）～（５） （略） （略） 

（６）法令若しくは許可の条件に違反したと

き、包括許可取扱要領Ⅳの２若しくは３

の要件を満たさなくなったとき又は国

際的な平和及び安全の維持の観点から

必要があると認められるときは、本許可

が取り消されることがある。ただし、「輸

出管理内部規程の届出等について」（平

成１７・０２ ･２３貿局第６号・輸出注

意事項１７第９号）に定める輸出管理内

部規程の取下げ届（様式５）の提出によ

り、２（１）の要件を満たさなくなった

ときは、当該許可は失効するものとし、

特別返品等包括許可を受けた者は、直ち

に原許可証を返却しなければならない。 

 

 

（７）法令若しくは許可の条件に違反した

とき、包括許可取扱要領Ⅳの２若しく

は３の要件を満たさなくなったとき又

は国際的な平和及び安全の維持の観点

から必要があると認められるときは、

本許可が取り消されることがある。た

だし、「輸出管理内部規程の届出等につ

いて」（平成１７・０２ ･２３貿局第６
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意事項１７第９号）に定める輸出管理内

部規程の取下げ届（様式５）の提出によ

り、２（１）又は２（２）いずれかの要

件を満たさないときは、当該許可は失効

するものとし、特別返品等包括許可を受

けた者は、直ちに原許可証を返却しなけ

ればならない。 
 

号・輸出注意事項１７第９号）に定め

る輸出管理内部規程の取下げ届（様式

５）の提出により、２（１）の要件を

満たさなくなったときは、当該許可は

失効するものとし、特別返品等包括許

可を受けた者は、直ちに原許可証を返

却しなければならない。 
 

  

〔別表Ａ〕 〔別表Ａ〕 

［１の項］ （略） ［１の項］ （略） 

［２の項］ 

仕向地 

 

 

 

輸出令別表第１項番 

い地域① い地域② 

ろ地域

（ち地域

及びり地

域を除

く。） 

ち地域 り地域 

（略） （略）  （略） （略） （略） 

輸出令別表第１の２の項

(12)に掲げる貨物であっ

て、貨物等省令第１条第 14

号又は第 17 号に該当するも

ののうち、上記を除くもの 

特別一般 

一般 
特別一般 特定 － 特定 

（略） （略）  （略） （略） （略） 
 

［２の項］ 

仕向地 

 

 

 

輸出令別表第１項番 

い地域① い地域② 

ろ地域

（ち地域

及びり地

域を除

く。） 

ち地域 り地域 

（略） （略）  （略） （略） （略） 

輸出令別表第１の２の項

(12)に掲げる貨物であっ

て、貨物等省令第１条第 14

号又は第 17 号に該当するも

ののうち、上記を除くもの 

特別一般 

一般 
特別一般 特定 － － 

（略） （略）  （略） （略） （略） 
 

［３の項］～［１５の項］（略） ［３の項］～［１４の項］（略） 

  

〔別表Ｂ〕 〔別表Ｂ〕 

［１の項］～［１１の項］（略） ［１の項］～［１１の項］（略） 

［１２の項］ ［１２の項］ 
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提供地 

 

 

 

外為令別表項番 

い地域① と地域② ち地域 

（略） （略） （略） （略） 

外為令別表の 12 の項(3)に掲げる技術で

あって、貨物等省令第 24 条第３項に該

当するもの 

（略） （略） （略） 

外為令別表の 12 の項(4)に掲げる技術 特別一般 

一般 

特別一般 － 

 

提供地 

 

 

 

外為令別表項番 

い地域① と地域② ち地域 

（略） （略） （略） （略） 

外為令別表の 12 の項(3)に掲げる技術で

あって、貨物等省令第 24 条掲げる第３

項に該当するもの 

（略） （略） （略） 

（新設） 

 

（新設） （新設） （新設） 

 

［１３の項］～［１４の項］（略） ［１３の項］～［１４の項］（略） 

［１５の項］ 

提供地 

 

 

 

外為令別表項番 

い地域① と地域② ち地域 

外為令別表の 15 の項(1)～(6)に掲げる

技術 

（略） （略） （略） 

 

［１５の項］ 

提供地 

 

 

 

外為令別表項番 

い地域① と地域② ち地域 

外為令別表の 15 の項(1)又は(3)～(6)に

掲げる技術 

（略） （略） （略） 

 

  

様式第１～様式第８ （略） 様式第１～様式第８ （略） 

様式第９ ＜別添Ａ－２＞参照 様式第９ ＜別添Ａ－１＞参照 

様式第１０～様式第１２の３ （略） 様式第１０～様式第１２の３ （略） 

様式第１２の４ ＜別添Ｂ－２＞参照 様式第１２－４ ＜別添Ｂ－１＞参照 

様式第１３～様式第１４の５ （略） 様式第１３～様式第１４の５ （略） 

様式第１５ ＜別添Ｃ－２＞参照 様式第１５ ＜別添Ｃ－１＞参照 

様式第１６～様式第１７の２ （略） 様式第１６～様式第１７の２ （略） 
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様式第１７の３ ＜別添Ｄ－２＞参照 様式第１７の３ ＜別添Ｄ－１＞参照 

様式第１８～２４ （略） 様式第１８～２４ （略） 
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＜別添Ａ－１＞ 

様式第９ 

                                 年  月  日 

統括責任者等変更届 

経済産業大臣 殿 

                                        提出者名 

                                       氏名又は 

名称及び 

代表者の氏名             

                                        住  所              

                                        電話番号（担当）          

 

 

 

 

 下記のとおり、特別返品等包括輸出・役務取引許可に関する当社の体制が変更となりましたので届出ます。 

 

                                    記 

１．届出の対象となる許可番号 

 

２．変更が生じた日 

 

３．新旧統括責任者／該非確認責任者／特別返品等包括許可に関する責任者／担当者 

 （旧統括責任者／該非確認責任者／特別返品等包括許可に関する責任者／担当者） 

 

 （新管理責任者／該非確認責任者／特別返品等包括許可に関する責任者／担当者） 

 

 

 

＜別添Ａ－２＞ 

様式第９ 

                                 年  月  日 

統括責任者等変更届 

経済産業大臣 殿 

                                        提出者名 

                                       氏名又は 

名称及び 

代表者の氏名             

                                        住  所              

                                        電話番号（担当）          
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 下記のとおり、特別返品等包括輸出・役務取引許可に関する当社の体制が変更となりましたので届出ます。 

 

                                    記 

１．届出の対象となる許可番号 

 

２．変更が生じた日 

 

３．新旧統括責任者／該非確認責任者／特別返品等包括許可に関する責任者／担当者 

 （旧統括責任者／該非確認責任者／特別返品等包括許可に関する責任者／担当者） 

 

 （新統括責任者／該非確認責任者／特別返品等包括許可に関する責任者／担当者） 

 

 

 

＜別添Ｂ－１＞ 

様式第１２の４ 

                                 年  月  日 

統括責任者等変更届 

経済産業大臣 殿 

                                                 提出者名 

                                                氏 名 又 は 名 称 

                                                及び代表者の氏名         

                                                 住  所             

                                                 電話番号（担当）         

 

 

 

 

 下記のとおり、展示会等包括役務取引許可に関する当社の体制が変更となりましたので届出ます。 

 

                                    記 

１．届出の対象となる許可番号 

 

２．変更が生じた日 

 

３．新旧統括責任者／該非確認責任者／展示会等包括役務取引許可に関する担当者 

 （旧統括責任者／該非確認責任者／展示会等包括役務取引許可に関する担当者） 

 

 （新管理責任者／該非確認責任者／展示会等包括役務取引許可に関する担当者） 
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＜別添Ｂ－２＞ 

様式第１２の４ 

                                 年  月  日 

統括責任者等変更届 

経済産業大臣 殿 

                                                 提出者名 

                                                氏 名 又 は 名 称 

                                                及び代表者の氏名         

                                                 住  所             

                                                 電話番号（担当）         

 

 

 

 

 下記のとおり、展示会等包括役務取引許可に関する当社の体制が変更となりましたので届出ます。 

 

                                    記 

１．届出の対象となる許可番号 

 

２．変更が生じた日 

 

３．新旧統括責任者／該非確認責任者／展示会等包括役務取引許可に関する担当者 

 （旧統括責任者／該非確認責任者／展示会等包括役務取引許可に関する担当者） 

 

 （新統括責任者／該非確認責任者／展示会等包括役務取引許可に関する担当者） 
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＜別添Ｃ－１＞ 

様式第１５ 

                                                                                  年   月   日 

特別一般包括役務取引許可の設計・製造技術の提供に係る報告書 

（報告の対象となる期間：  年  月 ～  年  月） 

 

経済産業大臣 殿 

提出者  

氏名又は名称及び代表者の氏名                             

住所                                              

担当者（所属部署名）               、（氏名）               

電話番号（                     ）、（内線）               

下記のとおり報告します。 

記 

許可番号：   

 

特別一般包括役務取引許可の設計・製造技術の提供 

 

取引年月日 

提供地（輸出令別

表第３に掲げる地

域を除く） 

利用する者の名称 提供技術の概要 提供技術の該当項番 
提供技術で製造さ

れる貨物の概要 

提供技術で製造され

る貨物の該当項番 

              

              

              

              

 

（注）報告書は契約単位（ただし、記載内容が同一となる限りにおいて複数の契約をまとめて一つの欄に記載してもよい。） 
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＜別添Ｃ－２＞ 

様式第１５ 

                                                                                  年   月   日 

特別一般包括役務取引許可の設計・製造技術の提供に係る報告書 

（報告の対象となる期間：  年  月 ～  年  月） 

 

経済産業大臣 殿 

提出者  

氏名又は名称及び代表者の氏名                             

住所                                              

担当者（所属部署名）               、（氏名）               

電話番号（                     ）、（内線）               

下記のとおり報告します。 

記 

許可番号：   

 

特別一般包括役務取引許可の設計・製造技術の提供 

 

取引年月日 

提供地（輸出令別

表第３に掲げる地

域を除く） 

利用する者の名称 提供技術の概要 提供技術の該当項番 
提供技術で製造さ

れる貨物の概要 

提供技術で製造され

る貨物の該当項番 

              

              

              

              

 

注（１）報告書は契約単位（ただし、記載内容が同一となる限りにおいて複数の契約をまとめて一つの欄に記載してもよい。） 

 （２）提供した実績がない場合、表中にその旨を記載し、報告すること。 
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＜別添Ｄ－１＞ 

 

様式第１７の３ 

   年  月  日 

特別一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム）／特別一般役務包括許可に係る実績報告書 

（報告の対象となる期間： 年 月～ 年 月） 

 

許可番号  受付年月日  

 経済産業大臣 殿                                                                                              

提出者   

氏名又は名称及び代表者の氏名               

住所                        

担当者(所属部署名)        、（氏名）            

電話番号（         ）、（内線）       

下記のとおり報告します。 

記 

 

仕向地

又は提

供地 

貨物名（型

番・等級含

む）又は技

術名 

メーカー

名又は提

供者名 

数量 

単位 

価額又

は対価 

総額 貨物（技

術）のＨ

Ｓコード 

需要者又

は利用す

る者の名

称 

需要者又は利

用する者の所

在地 

需要等の概要

（貨物又は提供

する技術の使用

目的及び使用方

法等） 

通常兵器の開発等

に用いられると判

断した理由 

通関又は取引年月日 

            

            

 

注（１）本様式に従って、提出者において、報告書を作成してください。 

 （２）用紙の大きさは、Ａ列３番（横書き）とします。 

 （３）対象期間に発生した報告事項を契約毎にすべて記載してください。 
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（４）同一の契約に係る輸出又は技術の提供が複数月に渡る場合は最初の輸出又は提供を行った日を基準にまとめて報告してください。 

    その場合、当該契約に関し、報告時点で実際に行われていない輸出又は取引がある場合は、契約に基づく見込みを記載してください。 

（５）「特別一般包括輸出・役務」と「特別一般包括役務」のうち、該当しない方を取消線で消してください。 

（６）「貨物のＨＳ番号」欄には、貨物等省令第１４条の２各号に掲げる関税率表の番号（技術にあっては、当該技術がどの貨物（関税率表の番号）に係る技術

であるのか。分かる範囲において４桁から９桁までの番号。）を記載してください。 
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＜別添Ｄ－２＞ 

 

様式第１７の３ 

   年  月  日 

特別一般包括輸出・役務（使用に係るプログラム）／特別一般包括役務取引許可に係る実績報告書 

（報告の対象となる期間： 年 月～ 年 月） 

 

許可番号  受付年月日  

 経済産業大臣 殿                                                                                              

提出者   

氏名又は名称及び代表者の氏名            

住所                        

担当者(所属部署名)        、（氏名）            

電話番号（         ）、（内線）       

下記のとおり報告します。 

記 

 

仕向地

又は提

供地 

貨物名（型

番・等級含

む）又は技

術名 

メーカー

名又は提

供者名 

数量 

単位 

価額又

は対価 

総額 貨物（技

術）のＨ

Ｓコード 

需要者又

は利用す

る者の名

称 

需要者又は利

用する者の所

在地 

需要等の概要

（貨物又は提供

する技術の使用

目的及び使用方

法等） 

通常兵器の開発等

に用いられると判

断した理由 

通関又は取引年月日 

            

            

 

注（１）本様式に従って、提出者において、報告書を作成してください。 

 （２）用紙の大きさは、Ａ列３番（横書き）とします。 

 （３）対象期間に発生した報告事項を契約毎にすべて記載してください。 



- 35 - 
 

（４）同一の契約に係る輸出又は技術の提供が複数月に渡る場合は最初の輸出又は提供を行った日を基準にまとめて報告してください。 

    その場合、当該契約に関し、報告時点で実際に行われていない輸出又は提供がある場合は、契約に基づく見込みを記載してください。 

（５）「特別一般包括輸出・役務」と「特別一般包括役務」のうち、該当しない方を取消線で消してください。 

（６）「貨物のＨＳ番号」欄には、貨物等省令第１４条の２各号に掲げる関税率表の番号（技術にあっては、当該技術に係る貨物が該当する貨物等省令第１４条

の２各号に掲げる関税率表の番号。）を記載してください。  
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